
◎株式会社産業再生機構法 
（平成一五年四月九日法律第二七号）   

一、提案理由（平成一五年二月二六日・衆議院経済産業委員会） 

○谷垣国務大臣 株式会社産業再生機構法案及び株式会社産業再生機構法の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律案につきまして、その提案理由及び要旨を御説明申し上

げます。 

 初めに、株式会社産業再生機構法案について申し上げます。 

 我が国経済は、現在、金融面において、金融システムに対する信頼を回復するため不

良債権問題の解決を図ることが課題となる一方、産業面において、過剰債務企業が抱え

る優良な経営資源を再生するとともに、過剰供給構造を解消するための産業再編を促進

することが課題となっており、産業と金融の一体となった対応が必要な状況にあります。 

 こうした状況を踏まえ、我が国の産業の再生と信用秩序の維持を図るため、有用な経

営資源を有しながら過大な債務を負っている事業者に対し、金融機関等からの債権の買

い取り等を通じてその事業の再生を支援する株式会社産業再生機構を設立することを目

的として、本法律案を提出した次第であります。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、株式会社産業再生機構の設立等の基本的な事項を定めております。産業再生

機構は、主務大臣の認可により、一を限って設立される株式会社とし、預金保険機構は、

産業再生機構の発起人となり、常時、機構の発行済み株式の二分の一以上を保有しなけ

ればならないものとします。産業再生機構の主務大臣は、内閣総理大臣、財務大臣及び

経済産業大臣とし、役員の選任、予算、資金の借り入れ等の認可など、必要な監督事務

を行います。 

 第二に、産業再生機構の組織について定めております。産業再生機構には、産業再生

委員会を置き、機構の取締役の中から、三人以上七人以内の委員を選定して組織するも

のとします。産業再生委員会は、事業者の再生支援の決定、債権の買い取り等の決定、

債権または持ち分の処分の決定など、機構の業務運営に関する重要事項の決定を行いま

す。 

 第三に、産業再生機構の業務について定めております。産業再生機構は、過大な債務

を負っている事業者とその債権者である金融機関等の連名による申し込みを受け、支援

基準に従って再生支援をするかどうかを決定し、支援決定を行ったときは、関係金融機

関等に対し、機構に対する債権買い取り等の申し込みまたは事業再生計画への同意の回

答をするよう求めます。回答に係る債権額が対象事業者の再生支援に必要な額に達した

ときは、対象事業者に対して金融機関等が有する債権の買い取り等を行うものとします。 

 産業再生機構の債権の買い取り等は、平成十六年度末まで行うこととし、当該買い取

り等をした対象事業者の事業の再生を図りつつ、買い取り決定から三年以内に、買い取

った債権等の譲渡その他の処分を行うよう努めるものとします。 



 あわせて、これらの業務を行うために必要な支援基準の主務大臣による策定、関係金

融機関等に対する債権回収の一時停止の要請、買い取り価格、決定の公表、倒産法制の

特例、関係金融機関等の資料提出などについての規定を整備します。 

 第四に、産業再生機構の円滑な運営を図るため、その他所要の規定を整備しておりま

す。政府が産業再生機構の資金調達に関する債務保証や、解散時の債務超過に対する補

助等を行うことができる旨の規定、預金保険機構の業務の特例の規定を設けるほか、産

業再生機構は、産業活力再生特別措置法による支援施策との連携をとること、債権の買

い取り価格の算定のために金融庁または日本銀行に技術的助言等の協力を求めることが

できること、預金保険機構及び整理回収機構との協力体制の充実を図ること等を規定す

るとともに、政府関係金融機関等について、対象事業者に対する債務の免除等に協力す

るよう努めることを規定しております。 

……………（略）…………… 

 以上が、これら法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院経済産業委員長報告（平成一五年三月二〇日） 

○村田吉隆君 ただいま議題となりました三法律案につきまして、経済産業委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、株式会社産業再生機構法案につきましては、株式会社産業再生機構を設立し、

金融機関等からの事業者の債権の買い取り等を通じて事業の再生を支援しようとするも

のであります。 

……………（略）…………… 

 本委員会においては、去る二月二十六日、三法律案に関し谷垣国務大臣及び平沼経済

産業大臣からそれぞれ提案理由の説明を聴取した後、参考人から意見を聴取するととも

に、さらに、財務金融委員会との連合審査会を行うなど、慎重な審査を行い、昨日質疑

を終了いたしました。 

 質疑終局後、自由民主党、民主党・無所属クラブ、公明党及び保守新党の四会派から、

株式会社産業再生機構法案に対する雇用の安定への配慮等に係る修正案及び産業活力再

生特別措置法の一部を改正する法律案に対する施行期日に係る修正案がそれぞれ提出さ

れ、討論を行い、それぞれ採決を行った結果、株式会社産業再生機構法案につきまして

は、四会派共同提案の修正案及び修正部分を除く原案はいずれも賛成多数をもって可決

され、本案は修正議決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成一五年三月一九日） 

○鈴木（康）委員 ただいま議題となりました株式会社産業再生機構法案に対する修正



案につきまして、自由民主党、民主党・無所属クラブ、公明党及び保守新党を代表いた

しまして、その趣旨を御説明申し上げます。 

 第一に、株式会社産業再生機構は、雇用の安定等に配慮しつつ、我が国の産業の再生

を図るとともに、金融機関等の不良債権の処理の促進による信用秩序の維持を図ること

としております。 

 第二に、機構は、再生支援をするかどうかを決定するに当たっては、再生支援の申し

込みをした事業者における事業再生計画についての労働者との協議の状況等に配慮しな

ければならないこととしております。 

 第三に、機構は、再生支援の申し込みをした事業者が中小規模の事業者である場合に

おいて再生支援をするかどうかを決定するに当たっては、当該事業者の企業規模を理由

として不利益な取り扱いをしてはならないこととしております。 

 以上であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年三月一九日） 

 政府は、本法施行に当たり、産業及び金融の一体的な再生に向けて産業再生機構の機

能が実効的に発揮されるよう、また、最近の厳しい雇用情勢を勘案し、雇用の安定に配

慮しつつ、特に次の諸点につき適切な措置を講ずべきである。 

一 事業の再生については、市場における企業の自主的な取組みを尊重することを原則

とし、産業再生機構（以下「機構」という。）が事業の再生支援の決定を行うに当た

っては、過度の介入により安易な企業の延命を図ることのないよう、公正かつ中立的

な観点から判断を行うものとすること。 

二 機構は、事業者が、労働者の理解と協力を得て、事業再生計画を策定及び実施して

いるか等、関係労働組合との協議の状況につき、十分な確認を行うものとすること。 

三 機構は、支援基準を運用し、事業の再生支援を行うに当たり、中小企業者の事業の

実態等を勘案し、支援基準の運用に当たっても、機構による再生支援を中小企業者が

十分活用しうるよう努めるものとすること。 

四 事業所管大臣は、事業分野別支援基準を作成する際、及び個別事業の支援決定にお

いて機構に意見を述べる際には、機構の中立的立場を阻害することのないよう配慮し

つつ、対象事業者の属する関係事業者の意見等を踏まえて実施するものとすること。 

五 産業再生委員会の運営に当たっては、経営者を代表する者及び労働者を代表する者

の知見がそれぞれ反映されるようにするものとすること。 

六 機構は、事業の再生支援を行うに当たり、過去に金融機関等から債務の免除等の支

援を受けたことがある事業者については、基準に基づき厳正に判断する等、事業者の

モラルハザードを招かないように努め、あわせて機構の損失拡大の防止に十分配慮す

るものとすること。 

七 政府は、業務の運営の透明性を確保するため、支援基準について可能な限り具体的



に定めよう努力するとともに、機構は、企業秘密に配慮しつつ、債権の買取及び処分

について、積極的に情報の公開に努めるものとすること。 

三、参議院経済産業委員長報告（平成一五年四月二日） 

○田浦直君 ただいま議題となりました四法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、株式会社産業再生機構法案は、我が国の産業の再生と信用秩序の維持を図るた

め、有用な経営資源を有しながら過大な債務を負っている事業者に対し、金融機関等か

らの債権の買取り等を通じてその事業の再生を支援する株式会社産業再生機構を設立し

ようとするものであります。 

 なお、衆議院において、目的に「雇用の安定等に配慮しつつ、」を加える等の修正が

行われております。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、以上の三法律案を一括して議題とし、参考人から意見を聴取

するとともに、産業再生機構創設の必要性、債権買取り価格の在り方、事業再生計画に

おける雇用への配慮、中小企業の事業再生支援の強化策等について熱心に質疑が行われ

ましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終わり、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して西山委員より三法律

案に反対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、順次採決の結果、三法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 なお、株式会社産業再生機構法案及び産業活力再生特別措置法改正案に対し、それぞ

れ附帯決議を行いました。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年四月一日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 事業の再生については、市場における企業の自主的な取組を尊重することを原則と

し、産業再生機構（以下「機構」という。）が事業の再生支援の決定を行うに当たっ

ては、過度の介入により安易な企業の延命を図ることのないよう、公正かつ中立的な

観点から判断を行うものとすること。 

二 機構は、事業者が、労働者の理解と協力を得て、事業再生計画を策定及び実施して

いるか等、関係労働組合との協議の状況について、十分な確認を行うものとすること。 

三 機構は、支援基準を運用し、事業の再生支援を行うに当たっては、中小企業者の事

業の実態等を勘案し、支援基準の運用に当たっても、機構による再生支援を中小企業

者が十分活用し得るよう努めるものとすること。 

四 事業所管大臣は、事業分野別支援基準を作成する際、及び個別事業の支援決定にお



いて機構に意見を述べる際には、機構の中立的立場を阻害することのないよう配慮し

つつ、対象事業者の属する関係事業者の意見等を踏まえて実施するものとすること。 

五 産業再生委員会の運営に当たっては、経営者を代表する者及び労働者を代表する者

の知見がそれぞれ反映されるようにするものとすること。 

六 機構は、事業の再生支援を行うに当たり、過去に金融機関等から債務の免除等の支

援を受けたことがある事業者については、基準に基づき厳正に判断する等、事業者の

モラルハザードを招かないように努め、あわせて、機構の損失拡大の防止に十分配慮

するものとすること。 

七 政府は、業務の運営の透明性を確保するため、支援基準について可能な限り具体的

に定めるよう努力するとともに、機構は、企業秘密に配慮しつつ、債権の買取り及び

処分について、積極的に情報の公開に努めるものとすること。 

 右決議する。 


